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乳幼児期 学齢期 成人期 高齢期

⑤20本以上歯を有する者の割合は増加
２人に１人以上は8020達成者

(％)

出典：国民健康・栄養調査、歯科疾患実態調査(令和４年)

出典：患者調査
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○ 小児のむし歯は減少＜①＞。他方で、２人に１人は中等度以上の歯周病に罹患し、その割合は改善していない＜②＞。
○ ２人に１人以上は過去１年間に歯科検診を受診＜③＞。高齢化の進展に伴い、歯科診療所を受診する高齢者の割合は増加＜④＞。
○ ２人に１人以上は80歳で20本以上歯を保つ8020（ハチマル・ニイマル）達成者＜⑤＞。

出典：歯科疾患実態調査

①3歳児及び12歳児の一人平均むし歯数及び
むし歯有病者率は年々減少

(本)

歯科保健医療を取り巻く状況

出典：地域保健・健康増進事業報告、学校保健統計調査
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②２人に１人は中等度以上の歯周病（歯周ポケット４mm以上）に罹患し、改善していない
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歯周ポケット４mm以上の者：47.9％
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出典：歯科疾患実態調査出典：患者調査

出典：国民健康・栄養調査、歯科疾患実態調査（令和４年）
注）国民健康・栄養調査は20歳以上が対象

出典：歯科疾患実態調査（令和４年）
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地域包括支援センター

歯科医師（かかりつけ歯科医）、歯科衛生士、歯科技工士

かかりつけ歯科医の推進

歯科診療所

行政

病院歯科等の役割の明確化

歯科専門職の人材確保・育成等
の推進

歯科医療提供体制等に関する検討会 中間とりまとめ

地域の状況に応じた歯科医療提供体制の構築

ＰＬＡＮ
（計画）

ＤＯ
（実行）

ＣＨＥＣＫ
（評価）

ＡＣＴＩＯ
Ｎ

（改善）
ストラク
チャー

プロ
セス

アウ
トカム

現状把握

歯科診療所

都道府県等行政における歯科医療提供体制の検討

わかりやすい
情報提供

目指す姿や
段階的な目標の設定

（バックキャスト）

目標

現状

（PDCAサイクル） （ロジックモデル）

（見える化）

○ 少子高齢化による人口構成の変化や歯科疾患の罹患状況の変化、医療や介護等における歯科保健医療に対するニーズの多様化等により、
歯科保健医療を取り巻く状況が大きく変化している状況に対応するため、地域の状況に応じた歯科医療提供体制を構築することが求めら
れている。

○ これらを踏まえ、歯科医療の提供体制の構築等にして、総合的に議論を行い、とりまとめられたもの。

地域住民

薬局
介護施設等

職場

学校

大学附属病院
（医科、歯科）

口腔保健センター等

病院、医科診療所

障害児・者等への歯科
医療提供体制の構築

歯科医療機関の機能分化と
診診連携・病診連携の推進

病院歯科

効果的な政策の
立案・推進

地域包括ケアシステムと医科歯科連
携・多職種連携の推進
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歯科医療提供体制等に関する検討会中間とりまとめ

6

○住民・患者ニーズへのきめ細やかな対応、切れ目のない提供体制の確
保、他職種との連携の確保

○訪問歯科診療や障害児・者への対応、患者の基礎疾患や認知症の有無、
多剤服用に係る状況等への理解、ライフステージに応じた歯科疾患の予
防や口腔の管理への対応

○かかりつけ歯科医を持つことができる歯科医療提供体制の構築や、か
かりつけ歯科医を持つ意義についての普及啓発等の推進

○新興感染症発生・拡大時における歯科医療提供体制の整備

（ １ ） か か り つ け 歯 科 医 の 役 割

○各歯科医療機関の機能の把握・見える化の推進

○国民・患者からの多様化するニーズへの対応や高い専門性を有するこ
とが求められるため、診診連携・病診連携の推進により、地域において
カバーできる体制づくりの必要性

○ICTの利活用等の推進

○歯科医療資源に応じた機能分化や連携の在り方等、地域特性に応じた
歯科医療提供体制の構築の検討

（ ２ ） 歯 科 医 療 機 関 の 機 能 分 化 と連 携

○それぞれの地域における役割の明確化

○歯科医療従事者の配置状況や機能等の把握・分析

○果たす役割を認識し、歯科診療所等との連携の推進

○医科歯科連携の推進（入院患者等に対する口腔の管理等）

○歯科医療資源の再構成による機能分化や連携体制の構築等、既存の歯
科診療所や有床診療所等の効果的な活用について併せて検討することの
重要性

（ ３ ） 病 院 歯 科 等 の 役 割

○他職種の口腔の管理への関心を高めるため、他職種からの歯科医療に
対するニーズを把握し、相互理解を深めることの重要性

○対応が可能な歯科医療機関の機能を含めた歯科医療資源の見える化

○他職種等に対し、口腔に関する理解を深めてもらうため、学部・専門
分野の教育の段階から、口腔の管理の重要性等を学ぶ機会の充実

○人生の最終段階における口腔の管理に対する歯科専門職が関与するこ
との重要性

（ ４ ） 地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム に お け る 医 科 歯 科 連 携 ・ 多 職 種 連 携

○障害の内容や重度別の分析に加え、対応が可能な歯科医療機関の機能
の見える化

○いわゆる口腔保健センターや規模・特性の多様化を踏まえた歯科診療
所に求められる役割の整理

○ハード（設備整備等）及びソフト（人材育成、多職種連携等）の両面
での取組の充実

○医療的ケア児を含め障害児・者等が、地域の歯科医療ネットワーク等、
地域で支えられ歯科医療を受けることができる歯科医療提供体制の構築

（ ５ ） 障 害 児 ・ 者 等 へ の 歯 科 医 療提 供 体 制

○歯科専門職が健康に働き続けることのできる環境を整備することの重
要性

○学部教育から臨床研修、生涯研修におけるシームレスな歯科医師育成

○円滑な多職種連携の推進のため、学部教育の段階から他職種の役割等
を継続的に学び、交流を行いながら理解を促進

○歯科衛生士及び歯科技工士の確保（人材確保、職場環境の整備等）

○行政、教育機関、関係団体や関係学会等が特性を活かし合い、連携し
ながら、知識や技術をスキルアップするのための取組の実施

（ ６ ） 歯 科 専 門 職 種 の 人 材 確 保 ・育 成 等

○地域ごとの歯科医療資源や住民ニーズの把握・見える化、PDCAサイクルに基づく取組の推進、計画的な評価の実施

○歯科医療提供体制の目指す姿を設定し、バックキャストで考えることの重要性

○地域の関係団体等と連携し、目指す姿や目標等の共通認識を深めながら取り組むことの重要性

（ ７ ） 都 道 府 県 等 行 政 に お け る 歯科 医 療 提 供体 制 の 検討 の 進 め方 に つ いて

歯科医療提供体制等に関する検討
会 中間りまとめ（概要）一部改

変

令和６年５月27日



歯科医療提供体制等に関する検討会中間とりまとめ

7

○ 歯科医師、歯科衛生士及び歯科技工士の需給の課題は、地域によって異なるため、行政等はその実態
把握を行ったうえで、具体的な対応策を検討することが重要である。その際、各地域の人口減少、外来受
療できなくなる住民の増加等や、歯科医師等の年齢構成や働き方、労働環境、地域偏在等を含め、これから
の歯科医療提供体制のあるべき姿を踏まえ、どのような対応を行うべきか検討することも重要である。

○ 歯科医師等の歯科専門職が健康に働き続けることのできる環境を整備することは、歯科医療の質・安全
を確保し、患者や国民に持続可能な歯科医療を提供することにもつながる。仕事をしながら育児や介護等
も行うことができる体制づくりも重要である。

○ さらに、生涯を通じて歯科衛生士が自信を持って働き続けることができるよう、復職を考えている歯科衛
生士やその者を教育する教育者のそれぞれのリカレント教育を行う等、環境を整備することや、多職種連携
の推進のため学生教育の段階から他職種の役割等を継続的に学ぶことも重要である。また、職務内容や必
要なスキルを明確にし、キャリア向上の道筋とそのための能力開発の機会を提供する仕組みづくり（キャリアラ
ダーの設定）もひとつの方法である。

○ 歯科専門職の人材育成については、学生教育の充実に加え、免許取得後も医療関係者としての個々
の研鑽に加え、行政、教育機関、歯科医師会等の関係団体、日本歯科専門医機構や関係学会等がそれ
ぞれの特性を活かし合い、連携しながら、より資質の高い歯科専門職養成に向け、知識や技術をスキルアッ
プするための生涯教育に取り組むことが求められる。

（６）歯科専門職の人材確保・育成等（歯科衛生士関連部分）



歯科医師臨床研修の到達目標
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○ 令和3年歯科医師臨床研修の制度改正において、歯科医師臨床研修の到達目標の「チーム医療の実践」の中に歯科衛生士の役割を

理解し、連携を図る旨が盛り込まれた。

A. 歯科医師としての基本的価値観
(略)

B. 資質・能力
６． チーム医療の実践
医療従事者をはじめ、患者や家族に関わる全ての人々の役割を理解し、連携を図る。
① 歯科医療の提供にあたり、歯科衛生士、歯科技工士の役割を理解し、連携を図る。
② 多職種が連携し、チーム医療を提供するにあたり、医療を提供する組織やチームの目的、

チームの各構成員の役割を理解する。
③ 医療チームにおいて各構成員と情報を共有し、連携を図る。

C. 基本的診療業務
(略)



骨太の方針（経済財政運営の改革と基本方針）

9

（参考） 「経済財政運営と改革の基本方針202３」（令和５年６月16日閣議決定）（抜粋）
リハビリテーション、栄養管理及び口腔管理の連携・推進を図る。全身の健康と口腔の健康に

関する科学的根拠の集積・活用と国民への適切な情報提供、生涯を通じた歯科健診（いわゆる国民
皆歯科健診）に向けた取組の推進、オーラルフレイル対策・疾病の重症化予防につながる歯科専門
職による口腔健康管理の充実、歯科医療機関・医科歯科連携を始めとする関係職種間・関係機関間
の連携、歯科衛生士・歯科技工士等の人材確保の必要性を踏まえた対応、歯科技工を含む歯科領域
におけるＩＣＴの活用を推進し、歯科保健医療提供体制の構築と強化に取り組む。また、市場価格
に左右されない歯科用材料の導入を推進する。

「経済財政運営と改革の基本方針2024」（令和６年６月21日閣議決定）（抜粋）

全身の健康と口腔の健康に関する科学的根拠の活用と国民への適切な情報提供、

生涯を通じた歯科健診（いわゆる国民皆歯科健診）に向けた具体的な取組の推進、

オーラルフレイル対策・疾病の重症化予防につながる歯科専門職による口腔健康管

理の充実、歯科医療機関・医歯薬連携を始めとする多職種間の連携、歯科衛生士・

歯科技工士等の人材確保の必要性を踏まえた対応、歯科領域におけるＩＣＴの活用

の推進、各分野等における歯科医師の適切な配置の推進により、歯科保健医療提供

体制の構築と強化に取り組むとともに、有効性・安全性が認められた新技術・新材

料の保険導入を推進する。



歯科医療提供体制の確保
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第 1 3 回 第 ８ 次 医 療 計 画
等に関する検討会一部改変

令 和 ４ 年 ８ 月 2 5 日

資料

２改

• 地域の歯科医療提供体制の状況や、歯科専門職の配置状況の把握を行った上で、医科歯科連携における歯科の果たす役割を認識し、病院の規模や機能

に応じて地域の歯科医療従事者を病院において活用することや、病院と歯科診療所の連携を推進することなど、地域の実情を踏まえた取組を推進する。

• 歯科専門職確保のため、地域医療介護総合確保基金を積極的に活用する。

概 要

医 科 歯 科 連 携 の 重 要 性 地 域 の 実 情 に 応 じ た 歯 科 医 療 体 制 の 確 保

歯科医師が入院患者の口腔の管理を行うことによって、在院日数の短縮や肺炎発症の抑
制に資することが明らかとなる等、口腔と全身の関係について広く知られるようになり、
医科歯科連携の重要性が増している。

地域の実情を踏まえて、病院に歯科専門職を配置することや、病
院と地域の歯科専門職の連携が重要。

病院と地域の歯科診療所等の連携のイメージ

歯科の標榜がある病院
病院全体の約20%

退院後の口腔の管理の依頼
歯科診療所等

訪問歯科診療

歯科の標榜がない病院 口腔の管理の依頼 歯科診療所等

入院患者に対する在院日数削減効果

出典：第84回社会保障審議会医療保険部会（H26.11)
堀憲郎委員提出資料
千葉大学医学部附属病院における介入試験結果

出典：第84回社会保障審議会医療保険部会（H26.11)
堀憲郎委員提出資料
千葉大学医学部附属病院における介入試験結果

要介護者に対する肺炎発症の抑制効果

Yoneyama et al. :Lancet;1999

体重減少のリスクと口腔衛生管理の関係

出典：令和元年度 老人保健健康増進等事業 「介護保険施設等における口腔の健康管理等に
関する調査研究事業報告書」の数値を再分析

術後の回復過程に及ぼす効果
心臓血管外科術後血中CRP値



第８次医療計画（疾病・事業及び在宅医療に係る医療体制について）

11

○ 第８次医療計画の「在宅構築に係る指針」に歯科衛生士の活用について記載された。

２ 在宅医療の提供体制
③ 訪問歯科診療
在宅歯科医療を受けた患者は、約40,900人／日（歯科外来患者総数の 3. 1 ％）であり、そのうち、92.9％が65歳以
上である。
全歯科診療所67,874か所のうち、訪問歯科診療を提供している歯科診療所は、15,236か所22.4％である。歯科衛生士
等による訪問歯科衛生指導を提供している歯科診療所は 4,707か所6.9％である。
在宅又は介護施設等における療養を歯科医療面から支援する在宅療養支援歯科診療所は 8,468か所、全歯科診療所の
約12.5％にとどまっている。
近年、口腔の管理が誤嚥性肺炎の発症予防につながるなど、口腔と全身との関係について広く指摘されており、口腔の管理の
重要性が高まっている。こうした観点から、歯科医師だけでなく、歯科衛生士の口腔の管理へのより一層の関わりが期待され
ている。今後は地域の実情を踏まえ、歯科診療所と後方支援機能を有する歯科医療機関との連携や医科歯科連携を更
に推進していくことが求められている。

在宅医療の体制構築に関する指針（抜粋）



医療施設数（歯科診療所数）の年次推移

12

○ 歯科診療所の施設数は、ほぼ横ばいに推移しており、令和５年は66,818施設（対前年：937施設減）である。

（出典：医療施設調査）



都道府県別人口10万対歯科診療所数

13

○ 平成29年の人口10万人対歯科診療所数の全国平均は54.1施設。

○ 最多は東京都の77.5施設、最小は福井県の38.0施設。

（出典：医療施設調査）
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歯科訪問診療を提供している歯科診療所の状況

14

○ 1歯科診療所あたりの歯科訪問診療の実施件数（各年9月分）は、増加傾向にあったが、令和２年に減少したものの、令和５年には
増加傾向がみられる。

○ 歯科訪問診療を提供している歯科診療所の割合は、居宅は近年微増傾向であるが、施設は新型コロナウイルスの感染拡大以降、あ
まり変化していない。

出典：医療施設調査注：平成23年は宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県の全域を除いて算出
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在宅医療サービスを実施している歯科診療所数（6 5歳以上人口 1 0万対）

15

○ 在宅医療サービスについては、居宅や介護施設等で訪問歯科診療を行っている歯科医療機関が多い。
○ 在宅医療サービスを実施している歯科診療所数については、都道府県によって差が大きい。
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出典：医療施設調査



在宅歯科医療サービス実施件数（6 5 歳以上人口1 0 万人対）

16

○ 介護施設等で在宅医療サービスの実施件数が多い。

○ 在宅医療サービスを実施している件数についても、都道府県によって差が大きい。

（出典：令和５年医療施設調査）
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歯科衛生士数

17
（出典：衛生行政報告例）

○ 就業歯科衛生士数は増加傾向であり、令和4年は145,183人（対令和2年：2,423人増）
○ 就業場所別では、診療所が約90％、病院は約5％

令和4年令和2年30年28年26年24年22年20年18年平成16年

145,183142,760132,629123,831116,299108,123103,18096,44286,93979,695

就業歯科衛生士数の年次推移

就業場所別にみた就業歯科衛生士【令和4年】

構成割合 (%)歯科衛生士（人）

100.0 145,183（142,760）総数

90.1（90.9）130,806（129,758）診療所

5.1（4.9）7,460（7,029）病院

0.5（0.5）707（671）保健所

0.1（0.0)91（70）都道府県※

1.4（1.4）1,987（2,060）市町村

0.9（0.9）1,370（1,258）介護保険施設等※

1.2（0.7）1,768（1,006）歯科衛生士学校又は養成所

0.2（0.2）309（301）事業所

0.5（0.4）685（607）その他

（出典：衛生行政報告例）

(単位：人）

※括弧（ ）内は平令和2年調査の結果
※１：都道府県は平成28年度から追加された
※２：介護保険施設等は平成30年度より介護医療院が追加されている



就業歯科衛生士数の男女別年次推移

○ 就業歯科衛生士のうち女性が99％以上を占めている。

○ 男性の就業歯科衛生士数は、近年増加傾向であり、令和2年までは100人未満だったが令和４年は171人となっている。

（出典：衛生行政報告例）
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歯科衛生士数の年次推移（就業場所別）

19

○ 歯科衛生士の就業場所は歯科診療所が約9割で、近年増加傾向である。

○ 歯科診療所以外では、病院に勤務する者が多く、病院に勤務する者も増加傾向となっている。

（出典：衛生行政報告例）
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主な勤務先の就業状況

20

○ 全体及び歯科診療所では常勤は約半数、病院・大学病院や企業・事業所（歯科診療業務）では常勤の割合が高い。

（出典：公益社団法人日本歯科衛生士会
「令和元年度歯科衛生士の勤務実態調査」）



就業歯科衛生士数（年齢階級別）の年次推移

21

○ 30代前半で就業率が下がるものの、近年は30代後半以降の就業者数が増加傾向である。

（出典：衛生行政報告例）
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勤務先の変更経験の状況

22

○ 「勤務先を変わったことはない」と回答した割合は、令和元年度全体で22.2％、常勤で33.1％、非常勤では7.3％であった。
○ 平成11年度と比較すると、「勤務先を変わったことがない」者の割合は減少傾向となっている。

（出典：公益社団法人日本歯科衛生士会
「令和元年度歯科衛生士の勤務実態調査」）



歯科衛生士免許登録者数、就業歯科衛生士数の年次推移

23

○ 令和４年の歯科衛生士免許登録者数は314,143人のうち、就業歯科衛生士数は145,183人

○ 歯科衛生士免許登録者数のうち就業者の割合（就業割合）は、令和４年では46.2%で半数以上が未就業

業務従事者数(人) 就業割合（％）

（出典：衛生行政報告例、歯科医療振興財団調べ）



歯科診療所の従事者数の推移

24

○ 令和2年の歯科診療所の常勤換算の従事者数（総数）の平均は5.1人であり、小規模事業所が多い。

○ １診療所あたりの平均歯科医師数は1.5人であり、近年横ばいである。

○ 一方、平均歯科衛生士数は2.0人であり、平成14年の0.9人から約２倍に増加している。

（人） ＜1施設あたりの平均従事者数＞
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（出典：医療施設調査）



歯科衛生士数（人口 1 0 万対就業歯科衛生士数）の年次推移

25

○都道府県別の歯科衛生士数（人口10万対就業歯科衛生士数）はほとんどの地域で増加傾向であるが、地域差がある。

（出典：衛生行政報告例）
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歯科衛生士養成施設定員数・入学者数・施設数

26

○歯科衛生士養成施設数は増加傾向であるが、定員数に対し入学者数は少ない。

（人）

※ただし、養成施設数は当該年度において入学者を募集している施設数を示す。 （医学教育課・歯科保健課調べ）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

定員数 9,112 9,387 9,514 9,667 9,769 10,023 10,157

入学者数 7,945 7,710 7,876 8,143 8,739 8,753 8,428

施設数 165 169 171 175 178 181 183

155

160

165

170

175

180

185

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000



修業年限別歯科衛生士養成施設の年次推移

27

○ 歯科衛生士養成施設は、４年制、３年制ともに微増している。

（医学教育課・歯科保健課調べ）
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2021年4月1日１．歯科衛生士を取り巻く状況

２．歯科衛生士の業務

３．本検討会の進め方

28



歯科衛生士法と歯科衛生士養成施設の修業年限の変遷

29

業務内容等時期

・歯牙及び口腔疾患の予防処置（歯科衛生士法第２条第１項）を位置づけ昭和23年（制定）

・歯科診療の補助の追加（歯科衛生士法第２条第２項）

（保健師助産師看護師法の業務独占の除外規定）

昭和30年

・歯科衛生士学校養成所の修業年限が２年以上に改正昭和58年

・歯科保健指導の追加（歯科衛生士法第２条第３項）（名称独占）

・歯科衛生士の免許権者を都道府県知事から厚生大臣（現：厚生労働大臣）に改正

・国家試験の実施事務を都道府県から指定試験機関・指定登録機関に改正

平成元年

・歯科衛生士学校養成所の修業年限が３年以上に改正（施行は平成22年度入学者から）平成16年

・予防処置に係る歯科医師の関与の程度の見直し（歯科衛生士法第２条第１項）

・男子の準用規定を改正

・歯科医師その他の歯科医療関係者との緊密な連携（歯科衛生士法第13条の５）を追加

・養成施設の許認可等の権限が都道府県に移管（施行は平成27年から）

平成26年



歯科衛生士が行っている業務の状況（歯周治療に関する歯科診療の補助行為）

30

○ 「令和元年、平成22年ともにスケーリング・ルートプレーニング」、「歯周組織検査」は9割以上、「SPT・メインテナン

ス」は約８割が実施している。

93.5

91.5

83.1

62.1

4.9

6.8

15.0

35.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

スケーリング・ルートプレーニング

歯周組織検査

(プロービング、歯肉炎症度、歯牙動揺度など)

SPT・メインテナンス

歯周外科手術の補助

実施している 実施していない 無回答

（n=5447）

（出典：公益社団法人日本歯科衛生士会「令和元年度歯科衛生士の勤務実態調査」）

（出典：公益社団法人日本歯科衛生士会「平成22年度歯科衛生士の勤務実態調査」）

【令和元年の業務の状況】

【平成22年の業務の状況】



歯科衛生士が行っている業務の状況（歯科保健指導等）

31

○ 「歯科衛生実地指導（歯周疾患患者）」と「歯科衛生実地指導（小児患者）」の令和元年の実施状況は、それぞれ83.5%と
70.9%で、平成22年と比較して大きな変化はみられていない。

○ 一方、「入院患者に対する口腔ケア・指導管理（訪問含む）」は、令和元年で44.7%に留まっているが、平成22年の25.0％と比
較すると約２倍に増加している。

（出典：公益社団法人日本歯科衛生士会「令和元年度歯科衛生士の勤務実態調査」）

87.2

83.5

70.9

51.7

44.7

36.8

34.7

9.4

13.0

25.3

44.5

50.9

58.3

61.1

4.4

5.0

4.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

義歯の清掃・取り扱い等の指導

歯科衛生実地指導(歯周疾患患者)

歯科衛生実地指導(小児患者)

フッ化物洗口法の指導

入院患者に対する口腔ケア・指導管理

(訪問含む)

電話による相談・指導

禁煙指導

実施している 実施していない 無回答

（n=5447）

（出典：公益社団法人日本歯科衛生士会「平成22年度歯科衛生士の勤務実態調査」）

【令和元年の業務の状況】 【平成22年の業務の状況】



歯科衛生士が関わる診療報酬・介護報酬上の評価の例

32

• 歯科衛生実地指導料

• 歯科衛生実地指導料口腔機能指導加算

• 訪問歯科衛生指導料

• 周術期等専門的口腔衛生処置

• 回復期等専門的口腔衛生処置

• 在宅等療養患者口腔衛生処置

• 機械的歯面清掃処置

• 非経口摂取患者口腔粘膜処置

• 口腔バイオフィルム除去処置 等

診療報酬

• 居宅療養管理指導費

（歯科衛生士等が行う場合）

• 口腔衛生管理加算

• 経口移行加算

• 経口維持加算

• 口腔衛生管理体制加算

• 口腔・栄養スクリーニング加算

• 口腔機能向上加算

等

介護報酬



歯科衛生実地指導料

○ 歯科衛生実地指導料は、歯科衛生士による実地指導を評価したものであり、算定回数は令和２年を除き

増加傾向である。

歯科衛生実地指導料１ 80点

（歯科衛生実地指導料１：歯科疾患に罹患している患者）

歯科衛生実地指導料２ 100点
（歯科衛生実地指導料２：歯科診療特別対応加算を算定している患者）

［内容］

○ 主治の歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、以下の必要な事項について15分以上実施した場合に算定
・プラークチャート等を用いたプラークの付着状況の指摘及び患者自身によるブラッシングを観察した上でのプ

ラーク除去方法の指導
・その他、患者の状態に応じて必要な事項

歯科衛生実地指導料

5,814,000 6,365,308 
7,196,363 7,760,410 8,305,057 8,629,505 8,984,080 

6,903,419 

9,207,738 9,807,980 

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

歯科衛生実地指導料１

歯科衛生実地指導料２

（回） ＜歯科衛生実地指導療の算定回数＞

中 医 協 総 － ３

５． ７． １２

出典：社会医療診療行為別統計（H26年以前は社会医療診療行為別調査）（6月審査分）

参考
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17,286 17,616 11,368 15,118 
55,953 

59,975 36,738 48,685 

395,273 431,496 

293,947 

397,823 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

１ 単一建物診療患者 １人

２ 単一建物診療患者 ２人～９人

３ １及び２以外

在宅における歯科衛生士による指導管理の実施状況

居宅療養管理指導費（歯科衛生士等が行う場合） 算定回数訪問歯科衛生指導料 算定回数

（回）

訪問歯科衛生指導料
１ 単一建物診療患者が１人の場合 360点
２ 単一建物診療患者が２人以上９人以下の場合 328点
３ １及び２以外の場合 300点
歯科訪問診療を行った歯科医師の指示に基づき、歯科衛生士等が訪問して療
養上必要な指導として、単一建物診療患者又はその家族等に対して、当該患者
の口腔内の清掃（機械的歯面清掃を含む。）、有床義歯の清掃指導又は口腔機
能の回復若しくは維持に関する実地指導を行い指導時間が20分以上であった
場合は、患者１人につき、月４回に限り、算定する。

出典：社会医療診療行為別統計（各年６月審査分）

居宅療養管理指導費（歯科衛生士等が行う場合）
１ 単一建物居住者１人に対して行う場合 361単位/回
２ 単一建物居住者２人以上９人以下に対して行う場合 325単位/回
３ １及び２以外の場合 294単位/回
在宅の利用者であって通院または通所が困難なものに対して、歯科衛生士、保
健師又は看護職員が、当該利用者に対して訪問歯科診療を行った歯科医師の指
示に基づき、当該利用者を訪問し、実地指導を行った場合に、単一建物居住者の
人数に従い、１月に４回を限度として、所定単位数を算定する。

○ 訪問歯科衛生指導料の算定回数は令和２年を除きほぼ横ばいである。
○ 居宅療養管理指導費（歯科衛生士等が行う場合）の算定回数は、緩やかに増加している。

出典：介護給付費等実態統計（各年６月審査分）

（千回）

102.4 104.8 89.7 109.7

144.7 154.5
115.1

151.1

253.7
282.4

237.4

300.6

0

100

200

300

400

500

600

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

１ 単一建物居住者１人

２ 単一建物居住者２人以上９人以下

３ １及び２以外

意見交換 資料－４
参 考 － １
R ５ ． ３ ． １ ５

参考
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歯科衛生士が行っている業務の状況（口腔外科領域の診療の補助行為）

35

○ 「輸液剤の交換・輸液速度の調節」「薬剤の投与」は令和元年では約５％が実施していた。

○ 一方、平成22年は、 「輸液剤の交換・輸液速度の調節」が7.6％、「薬剤の投与」が6.2％であり、令和元年の方がやや減
少していた。

（出典：公益社団法人日本歯科衛生士会「令和元年度歯科衛生士の勤務実態調査」）

5.6

5.1

4.3

89.8

90.3

91.0

91.6

91.8

4.6

4.6

4.7

4.6

4.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

輸液剤の交換・輸液速度の調節

薬剤の投与

点滴

採血

静脈確保

実施している 実施していない 無回答

（n=5447）

（出典：公益社団法人日本歯科衛生士会「平成22年度歯科衛生士の勤務実態調査」）

【令和元年の業務の状況】 【平成22年の業務の状況】



（参考）歯科衛生士による局所麻酔行為について

36

○ 歯科衛生士による局所麻酔行為については、関連学会

が見解を公表している。

（一般社団法人日本歯科麻酔学会HPより引用）

（特定非営利活動法人日本歯周病学会HPより引用）

36



2021年4月1日１．歯科衛生士を取り巻く状況

２．歯科衛生士の業務

３．本検討会の進め方

37



歯科衛生士を取り巻く現状と課題

38

歯科衛生士による歯科保健指導等の口腔健康管理については、入院患者や在宅療養患者等のニーズが増加
している一方で、これらの業務を行う歯科衛生士は歯周治療関連の行為に比べて少ない。

歯科衛生士資格取得者数、業務従事者数は増加しているが、ニーズの増加や業務従事者の地域偏在等によ
り「歯科衛生士が足りない」という意見もあるが、需給の検討や必要数の分析は十分に行われていない。

また、ライフイベント等による離職者数が多く、復職支援や人材確保対策は喫緊の課題である。

業務内容については、口腔管理だけではなく、歯科衛生士による局所麻酔行為など、卒前教育が十分に行
われていないと考えられる行為に対する懸念の声があり、教育内容の検討が求められている。

課題

【歯科衛生士を取り巻く状況】
人口の高齢化やう蝕の減少や歯周病を持つ者の増加等の歯科疾患の疾病構造の変化により、歯科医療に対するニーズは変化しており、
それに伴い歯科衛生士に求められる業務も多様化している。

【就業歯科衛生士の状況】
就業歯科衛生士数は、約就業者数は約14万人（令和４年）で増加傾向にあるものの、離職者が多く、就業者は免許取得者の約半数と
なっている。また、就業者の99％が女性となっている。
歯科診療所１か所あたりの歯科衛生士数の平均は約1.8人であるが、就業歯科衛生士数は、都道府県間で地域差がある。

【歯科衛生士の養成状況】
歯科衛生士養成施設数は令和５年度で183校であり、年々増加しているが、入学者は減少となっている。
養成施設の修業年限は平成16年に３年以上となり、３年制の養成施設が約9割である。（３年制169校・４年制14校（Ｒ５年度））

【業務内容】
スケーリング・ルートプレーニングや歯周組織検査は9割以上の歯科衛生士が実施しているが、入院患者の口腔管理等を実施している者
は半数以下となっている。
在宅や施設の療養患者や入院患者における口腔健康管理のニーズの高まり等により、小児の口腔育成や高齢者の口腔機能低下等への対応
等、歯科衛生士の歯科保健指導の内容が多様化している。
また、口腔外科領域の診療の補助行為については、少ないものの一定数実施している者がいる。
一方で、現状における歯科衛生士による歯科診療の補助行為としての局所麻酔行為については、卒前教育が不十分であることが指摘され
ている。

現状



歯科衛生士の業務のあり方等に関する検討会 検討の進め方

39

2026年度
(R8)

2025年度
(R7)

2024年度
(R6) 

歯科衛生士の業務（局所麻酔行為）
のあり方に関する検討

とりまとめとりまとめ

１．歯科衛生士の業務（診療の補助行為としての局所麻酔行為）のあり方

２．近年の歯科保健医療のニーズの増加を踏まえた歯科衛生士の需給の検討
• ニーズに対応するための業務のあり方について
• ニーズに対応するための歯科衛生士の必要量について

３．歯科衛生士の人材確保対策に関する検討
• 各地域で必要な歯科衛生士を確保するための方策について
• 復職支援のための方策について
• 離職防止のための方策について
• ニーズに対応できる歯科衛生士を養成するための教育内容について

【検討スケジュール（案）】

歯科衛生士の需給に
関する検討

需給に関する検討を踏まえた
業務のあり方・人材確保対策

等

○ 歯科衛生士を取り巻く現状と課題を踏まえ、本検討会では以下の内容を議論することとしてはどうか。

○ なお、検討にあたっては、近年問い合わせ等が増えている局所麻酔行為に関する業務のあり方を最初に検討する。


